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「住まいの飾り職人」が
つくり出す独創的な商品で、
社会の発展に貢献します

経営理念

「独り歩きのできる商品づくり」
社　訓

「創意・誠実・進取」
社　是

社 名 の 由 来
創業者は江戸指物（鏡台、茶箪笥、長火鉢等）の金具職人、即ち繊細な装飾と微妙な細工の

技術を要する錺職でした。
社訓は、創業者の遺した言葉に基づくものであります。

「独り歩きのできる商品」とは、販売に際して、巧言令色や誇大な表現を添えずとも
「ひと目でその価値が相手に伝わる商品」を指します。

当社の社是は、ご覧の通りですが、企画開発を旨とする企業として「創意・進取」は元より、
独り歩きのできる商品であればこそ、販売に際して「誠実」が貫き得ると考えております。

また社名の冒頭に冠した「アトム」は設立以来の商標であり、内装金物の分野で、業歴
相応の認知と浸透を得ております。

以下に続く「リビンテック」には、ご説明の要もない「リビングテック」の他に、まさしく
「技術に生きる＝リブ・イン・テック」の意味が篭められており、併もその技術とは、当社が
ファブレスメーカーであるだけに、単なるハードウェアのみならず、ソフトウェアをも包含
する「ノウハウのメーカー」であり続けたいという思いを表しております。

株主の皆様におかれましては、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。当社第67期の報告書をお届け
するにあたり、一言ごあいさつ申し上げます。

新型コロナウイルス感染症が世界的規模で蔓延する中、株主の皆様におかれましては不安な日々を過ごされている
ことと存じます。まずは、新型コロナウイルスに感染された方々にお見舞いを申し上げますとともに、一刻も早い回復と
感染症の感染拡大が、早期に収束することを心より願っております。

第67期におきまして、当社の関連する住宅市場は、低水準にある住宅ローン金利や過去最大規模の住宅ローン減税、
すまい給付金など、政府による各種住宅取得支援政策が下支えしたものの、新設住宅着工戸数は金融機関の審査厳格化が
続く貸家や、近年高水準で推移していた分譲戸建ての縮小を背景に減少傾向が続きました。加えて、新型コロナウイルス
感染症の拡大により住宅購入の消費者マインドは落ち込み、建設業界における慢性的な人工不足や物流費の高騰、さら
には米国・中国での木材需要の急増や貨物コンテナの不足を要因に輸入材・国産材ともに価格が高騰し品薄状態に陥る
など、住宅業界を取り巻く環境は依然として厳しく、本格的な市場の回復に至らないまま推移いたしました。

こうした状況のもと、当社では第67期を最終年度とする「第10次中期経営計画（第65期～第67期）」において掲げた
「自己改革を追究する企業風土の承継と発展」をスローガンに、「将来の発展を支えうる経営基盤の確立と進化」を基本
方針として、持続的発展を可能にする原動力となるべき人材を確保し、世代交代による組織の若返りを進め、全社的な
連携を強化しつつ、組織をあげて次世代を担う基盤づくりを図ってまいりました。

また、住宅産業における企画開発型企業として、当社の主力商品群へ成長したソフトクローズ関連商品の拡充はもと
より、市場の要望に応える新技術ならびに新商品の開発に取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症拡大の抑制
に必要な対策を講じつつ、事業活動の維持継続に向けた営業戦略を展開してまいりました。併せて販売費及び一般管
理費の圧縮など、調整かつ管理可能な諸施策を講じつつ、経営環境の変動に左右されにくい社内体制と財務体質の構築に
取り組んでまいりました。

こうした取り組みの結果、第67期の業績は、売上高96億27百万円（前期比7.4％減）、営業利益６億30百万円（前期比
7.4％減）、経常利益６億55百万円（前期比7.2％減）、当期純利益４億41百万円（前期比8.6％減）となりました。

未だ新型コロナウイルス感染症の収束が見通せない中、当社は第68期を初年度とする「第11次中期経営計画（第68期
～第70期）」において、「伝統を活かし、変革に挑む」をスローガンに掲げ、ウィズコロナ時代に呼応する事業スタイルの構
築を目指し、全社一丸となって「変革」に挑み続けてまいります。

令和3年9月

第67期の業績についてご報告申し上げます。

代表取締役社長  　髙橋 快一郎
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株主の皆様へ



第67期の住宅関連市場は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響
により、依然として厳しい状況が続きました。一方で、生活様式の変化
により、高付加価値型の賃貸住宅に対する需要の高まりに加え、既存
住宅の改修やワーキングスペースの設置、郊外の戸建て住宅を求める
ニーズの増加、さらには抗菌・抗ウイルスや非接触対応商品を求める
動きが顕在化するなど、新たな需要が高まりつつあります。

こうした市場環境を踏まえ、商品戦略につきましては、より現場
主義に徹した柔軟で機動力のある商品開発を具現化すべく、「営業
設計グループ」を主軸に据え、当社独自の機能を内包するソフト
クローズ関連商品の拡充を図ってまいりました。また、住宅屋内用自動
ドア「リニアエンジンMM30」に、手をかざすだけで引戸の開閉が
可能な非接触型のクリーンスイッチをオプション機能として追加販売
するとともに、リビングや寝室の一角をパネルで仕切って書斎を設
けるなど、リモートワーク空間の構築に最適なSW移動間仕切りシス
テム「SW-900」の市場への浸透に注力いたしました。

市場戦略につきましては、金物卸売業界の流通ルートの整備に取り組
むとともに、「販売促進グループ」において、当社商品の認知度向上と
販路拡大を目指し、積極的な営業支援活動を展開してまいりました。
また、昨年10月の「秋の内覧会」に続き、本年4月に開催を予定してい
た「春の新作発表会」を、新型コロナウイルス感染症拡大を抑制する
観点から中止といたしましたが、こうしたプロモーション活動の停滞を
補完すべく、アトムCSタワーにおいて、新型コロナウイルス感染症の
収束後に備えた事業展開を推進するとともに、金物のみならず、広く
インテリアに関わる商品を常設展示しつつ、オンライン上での問い
合わせには積極的に対応するなど、お客様との商談機会の創出に取り
組んでまいりました。また、アトムCSタワーでは、「KANAGUつなぐ

これまで当社は、つくる力（市場のニーズに応える企画開発
力）、売る力（全方位型営業による販売力）、つなぐ力（提案型の営業
活動と、展示会などを含むアトムCSタワーでの活動によるお客
様とのコミュニケーション力）を三本の柱に、伝統を活かしながら

「変革」にも果敢に挑む組織の活力によって、ファースト精神（他社
に先駆ける進取の精神）を連綿と受け継いできました。こうした力
を背景に、「第10次中期経営計画（第65期～第67期）」では、世代
交代による組織の若返りを進めるなど、組織をあげて次世代を担
う基盤づくりを進めてまいりました。一方、これまでに培ってきた事
業スタイルを礎に、困難な局面を打開し、経営環境に左右されにく
い安定成長を可能にすべく、第68期を初年度とする「第11次中期
経営計画（第68期～第70期）」を策定いたしました。第11次中期経
営計画では、中長期的に安定した持続的発展を可能にするため、

当社では、さまざまな機会を活用し、株主の皆様とのコミュニ
ケーションを図ってまいりましたが、第67期においてはコロナ禍に
鑑み、「日経IR・個人投資家フェア2020」への出展は取りやめたものの、
投資家向けの専門情報誌や書籍など、多様なメデイアを通じてのIR
活動を展開してまいりました。今後は当社ホームページ内の「株主・
投資家情報」サイトでのタイムリーな情報開示などを通じ、株主の
皆様とのコミュニケーションを深める取り組みを進めてまいります。

また、当社では、株主利益の向上を図る観点から、安定的な経営
基盤の確保と株主資本利益率の向上に努めるとともに、株主の
皆様に対する利益還元を最重要課題として位置づけ、積極的な
配当の実現を基本方針に掲げてまいりました。第67期の配当金に
つきましては、「第10次中期経営計画」の基本方針ならびに業績
を踏まえ、期末配当金を1株当たり16円50銭（当初配当予想の

地域」伝統工芸支援プロジェクトを推進し、日本各地の伝統工芸や
職人と協業して金物との融合を模索するなど、積極的に新分野・異分野
の開拓を図ってまいりました。加えて、西日本市場の強化と高騰する
運送コストへの対応、自然災害によるリスク分散など、事業継続対策を
踏まえた物流拠点の複数化を目的に運用を開始している「広島営業
所・C/Dセンター」では、管理運用する商品を徐々に増やしつつ、商品供
給面における顧客満足・サービスの維持向上に努める所存であります。

情報システム戦略につきましては、基幹システムサーバーやデー
タ分析用ソフトを更新するなど、「統合型業務ソフトウェア」の継続的
なバージョンアップを実施し、常に業務効率ならびに経営効率の
向上を図っております。これまで当社ホームページ内の「atom動画
ぎゃらりー」では、機能商品を中心とした商品紹介に加え、職人不足
が顕著な建築現場において施工方法や手順、金物の調整方法など
が確認できる動画コンテンツを配信してまいりましたが、本年6月
には「ショールームビュー」を開設し、アトムCSタワー内の展示商品
の写真や一部商品の動画がご覧いただけるようになりました。また、
昨年10月には、SNSを積極的に活用すべく、YouTubeにアトムリビ
ンテック公式チャンネルを開設するなど、コロナ禍を見据えた販売
支援ツールの拡充に努めました。

こうした取り組みを推進した結果、売上高・利益面ともに対前年比
では減少したものの、上方修正した通期業績見通しをさらに上回る
ことができ、この結果を受け、令和3年7月30日付けで第67期通期
業績の上方修正を開示いたしました。このような業績を確保できた
要因として、コロナ禍においても自主性・主体性を持った営業活動の
展開と戦略別の目標を明確にした取り組みを積極的に行った結果が
反映されたものと評価しております。

「伝統を活かし、変革に挑む」をスローガンに、「ウィズコロナ時代に
呼応する事業スタイルの構築」を基本方針に掲げることといたしま
した。「新しい生活様式」への対応が求められる中、住宅関連産業に
おける企画開発型企業として、創業以来、118年の社歴で培ってき
た当社独自の事業スタイルを活かし、変革に挑み、柔軟で機動力の
ある事業展開を図ることで、企画開発力にさらに磨きをかけ、中長
期的に安定した発展を可能にする経営計画といたしました。

また、第11次中期経営計画の最終年度にあたる第70期には、
「創業120周年」、「アトムブランド誕生70周年」を迎え、これに続く
第71期の上期には「法人改組70周年」の節目を迎えます。こうした
節目を迎えるにあたり、今日まで積み重ねてきた現状に安住するこ
となく、自らの足元を見つめ直し、将来のあるべき姿を思い描きつ
つ、不断の改革に取り組む「古くて新しい企業」を目指してまいります。

15円に対し1円50銭の増配）とし、中間配当金の1株当たり16円
50銭と合わせ、年間配当金を33円とさせていただきました。さら
に日頃からの株主の皆様のご支援にお応えするため、株主優待制
度を維持・継続することとし、昨年度に続いて、「QUOカード」と「当
社関連商品の20％割引」の2本建てとさせていただきました。なお、

「第11次中期経営計画」の配当政策の基本方針につきましては、常
に着実な利益還元を目指すべく「年間配当金は利益水準のいかん
に関わらず、最低でも1株当たり30円を維持する」とともに、5年を
節目とする周年記念配当の実施を目標とし、株主の皆様への利益
還元については、業績の推移に応じ柔軟に検討してまいります。

株主の皆様におかれましては、引き続き、当社の経営方針なら
びに経営施策に対するご理解とご支援を賜りますよう、心より
お願い申し上げます。

コロナ禍においても、変革に挑み、柔軟で機動力のある事業展開を図り、
企画開発力に磨きをかけてまいります。

第67期の取り組みと業績について

自主性・主体性を持った営業活動と戦略別取り組みを強化した結果、上方修正した通期業績見通しをさらに上回ることができました。

変革に挑み、柔軟で機動力のある事業展開を図り、不断の改革に取り組む「第11次中期経営計画」を推進してまいります。

株主の皆様と密接なコミュニケーションを図りつつ、日頃のご支援にお応えする努力を続けてまいります。

中長期的観点からの取り組みについて

株主の皆様へのメッセージをお願いします
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当社は「伝統」を活かしながら「変革」に果敢に挑む組織の活力によって、ファースト精神（他社に先駆ける進取の精神）を連綿と
受け継いでまいりました。その結果、当社は、「つくる力」（市場ニーズに応える企画開発力）、「売る力」（全方位型営業による販売力）、

「つなぐ力」（提案型の営業活動と展示会を含むアトムＣＳタワーでの活動全般によるお客様とのコミュニケーション力）など、当社独自の
特長的なスタイルを築き上げてまいりました。

創業以来、118年の社歴で培ってきた当社独自の事業スタイルを有効に活用できる原動力（人材）を確保するために、全社的な連携
体制の強化と環境を整備し、社員一人ひとりが責任と自覚を持って積極的に行動できる発想豊かな人材の育成に努め、かつてない規模と
速度で変化しつつある経営環境に即応できる「住空間創造企業」を目指してまいります。

「ウィズコロナ時代に呼応する事業スタイルの構築」を基本方針に、
第68期を初年度とする「第11次中期経営計画」がスタートしました。

基本方針

経営戦略

未来を担う次世代に向けた挑戦 
- 新時代のライフスタイルをクリエイトするアトムCSタワーの有効活用 -

●「変革」に挑む、活力ある組織づくり
●競争優位性の確保
●ファースト精神の貫徹
●経営環境の変動に左右されにくい社内体制と財務体質の構築
●企画開発型企業としての付加価値の創出
●安定成長を可能とする市場優位性の維持と収益力の向上

●将来を見据えた投資の継続
●「内装金物」という事業ドメインと「ATOM」ブランド浸透に向けた取り組み
●環境への取り組み
●環境・福祉・ユニバーサルデザインに配慮した「ものづくり」の推進
●社会性の向上

ウィズコロナ時代に呼応する事業スタイルの構築

●「営業設計グループ」を主軸にした現場主義に徹した商品
開発の具現化

●「ものづくり」の原点回帰と、より質の高い「企画開発力」の追求
●ウィズコロナ時代を見据えた商品開発への取り組み
●商品開発を円滑に進めるための開発体制の連携強化
●「秋の内覧会」と「春の新作発表会」を通じた商品展開と

販路拡大の機会創出

●コロナ収束後に備えた商談スペース「LIVIN’ZONE」の
刷新と拡充

●「LIVIN’ZONE」の活用による非住宅部門への事業領域の拡大
●販売促進グループによる積極的な営業支援活動
●西日本市場における物流システムの構築
●海外での取り組み（現地協力工場の調査・開拓と現地

販売活動の検討）

●統合型業務ソフトウェアの
継続的バージョンアップに
よる業務効率の向上

●SNSを積極的に活用した
販売支援ツールの拡充と
ホームページの最適化

●内装金物のトップランナーとしての商品力を認知していただく視聴覚スペース
●情報発信のキーステーション　●次世代に繋がるビジネスの創出

伝統を活かし、変革に挑む第11次中期経営計画

商品戦略 市場戦略 情報システム戦略

株 主 優 待 内 容

保有株式数
継続保有期間

1年未満 1年以上

100株（1単元）以上 300株（3単元）未満 対 象 外 500円分

300株（3単元）以上 500株（5単元）未満 1,500円分 2,000円分

500株（5単元）以上 1,000株（10単元）未満 2,500円分 3,500円分

1,000株（10単元）以上 5,000円分 7,500円分

株主優待制度のご紹介
当社では、今後も中長期的に株式を保有していただくことを目的に「株主優待制度」を導入しています。優待の内容は、QUOカードと

「当社関連商品の特別割引」の２本建てです。特別割引は、職人の技によるインテリアグッズや日用品の「ギャラリーショップ KANAGU」
から選定した20品目を、20％割引にてご提供させていただきます。

https://www.atomlt.com/ir/stockholders/shareholders詳細は当社ホームページをご参照ください

＊「継続保有期間1年以上」は、毎年6月末日の
当社株主名簿に記載または記録され、かつ
6月・12月末日の株主名簿に同一株主番号に
より3回以上連続して記載または記録された
株主様といたします。

＊「寄付」をお選びいただいた場合、社会貢献
活動の一環として日本赤十字社へ寄付を
いたします。

QUOカード
または寄付

当社関連商品
の特別割引

1

2

20品目

当社が指定する
商品を定価の

20％割引
にてご提供

特別割引の対象は、毎年
6月末日の当社株主名簿
に記載または記録された
100株（1単元）以上を保
有する株主様です。対象
と な る 株 主 様 へ「20%
割引券兼用ハガキ」を発
送いたします。
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● 主要経営指標

第63期 第64期 第65期 第66期 第67期

売 上 高 営 業 利 益 率（％） 5.4 6.0 6.3 6.6 6.6
総 資 本 営 業 利 益 率〔ROA〕（％） 5.6 5.5 5.6 5.7 5.2
自 己 資 本 利 益 率〔ROE〕（％） 4.7 5.3 5.0 5.3 4.7
流 動 比 率（％） 289.4 286.7 282.3 298.9 298.4
固 定 比 率（％） 43.9 47.0 49.1 52.3 51.9
自 己 資 本 比 率（％） 73.6 74.2 74.4 76.9 77.0
１ 株 当 た り 純 資 産 額（円） 2,076.1 2,161.2 2,233.4 2,316.5 2,395.3
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益（円） 95.8 112.0 108.9 121.0 110.6
１ 株 当 た り 配 当 額（円） 30.00 30.00 35.00 35.00 33.00
配 当 性 向（％） 31.3 26.8 32.1 28.9 29.8

損益計算書

営業利益
販売費及び一般管理費の圧
縮に努めたものの、コロナ禍
による売上総利益の減少に
より、前期比50百万円の減
益となりました。

Point

※第65期より「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等を適用したため、第64期については遡及適用後の数値を記載しております。

● 売上高 ● 経常利益／当期純利益 ● 総資産／純資産

10,483
656

446
8,622

11,613

総資産 純資産

第64期

10,589

第65期

10,394

第66期

9,627 

第67期

10,532

第63期 第64期

687

434

第65期

706

482

第66期

655

441

第67期

592

382

第63期 第64期

8,910

11,971

第65期

9,242

12,021

第66期

9,556

12,414

第67期

8,283

11,250

第63期

（百万円） （百万円） 経常利益 当期純利益
14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0

（百万円）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

12,000

10,000

0

200

800

400
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単位：千円（千円未満切り捨て）

期　　別
科　　目

前　　期

（自 令和 元 年７月 １日
至 令和 2 年６月30日）

当　　期

（自 令和 2 年７月 １日
至 令和 3 年６月30日）

売上高 10,394,001 9,627,427

売上原価 7,438,187 6,892,292

売上総利益 2,955,813 2,735,135

販売費及び一般管理費 2,274,922 2,104,392

営業利益 680,890 630,742

営業外収益 31,658 37,504

営業外費用 6,407 12,631

経常利益 706,141 655,615

特別利益 － －

特別損失 387 6,364

税引前当期純利益 705,754 649,251

法人税、住民税及び事業税 216,118 201,057

法人税等調整額 6,864 7,022

当期純利益 482,770 441,171
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貸 借 対 照 表

現金及び預金

有価証券

譲渡性預金2,300百万円を
有価証券に区分しておりま
す。その他増減の詳細につき
ま し て は、キ ャ ッ シ ュ・フ
ロー計算書のコメントをご
参照ください。

譲渡性預金が前期末に比べ
2,300百万円の増加となり
ました。

Point

Point

期　別

科　目

前　期

（ 令和2年
6月30日現在）

当　期

（ 令和3年
6月30日現在）

（資産の部）

流動資産

　現金及び預金 4,455,677 2,527,710

　受取手形及び売掛金 1,817,537 1,750,568

　電子記録債権 359,010 406,361

　有価証券 － 2,300,000

　商品 523,492 435,462

　その他 36,590 31,544

　貸倒引当金 △217 △215

　流動資産合計 7,192,091 7,451,431

固定資産

　有形固定資産

　　建物（純額） 1,191,320 1,143,907

　　工具、器具及び備品（純額） 118,816 138,503

　　土地 1,161,285 1,161,285

　　その他（純額） 13,537 9,377

　　有形固定資産合計 2,484,960 2,453,074

　無形固定資産 32,764 35,715

　投資その他の資産

　　投資有価証券 2,184,412 2,350,965

　　その他 133,613 140,909

　　貸倒引当金 △6,034 △18,063

　　投資その他の資産合計 2,311,991 2,473,811

　固定資産合計 4,829,716 4,962,601

資産合計 12,021,808 12,414,032

単位：千円（千円未満切り捨て）

期　別

科　目

前　期

（ 令和2年
6月30日現在）

当　期

（ 令和3年
6月30日現在）

（負債の部）

流動負債

　支払手形及び買掛金 539,350 637,981

　電子記録債務 1,571,126 1,558,414

　未払法人税等 112,997 113,596

　その他 182,851 187,139

　流動負債合計 2,406,325 2,497,132

固定負債

　退職給付引当金 147,815 138,032

　役員退職慰労引当金 222,595 219,325

　その他 2,800 2,800

　固定負債合計 373,211 360,157

負債合計 2,779,537 2,857,289

（純資産の部）

株主資本

　資本金 300,745 300,745

　資本剰余金 273,245 273,245

　利益剰余金 8,705,541 9,011,058

　自己株式 △64,554 △64,554

　株主資本合計 9,214,976 9,520,493

評価・換算差額等

　その他有価証券評価差額金 27,294 36,248

　評価・換算差額等合計 27,294 36,248

純資産合計 9,242,271 9,556,742

負債純資産合計 12,021,808 12,414,032

単位：千円（千円未満切り捨て）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計土地圧縮

積立金 別途積立金 繰越利益
剰余金

当期首残高 300,745 273,245 273,245 43,189 95,868 6,000,000 2,566,484 8,705,541 △64,554 9,214,976

当期変動額

剰余金の配当 △135,654 △135,654 △135,654

当期純利益 441,171 441,171 441,171

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）

当期変動額合計 － － － － － － 305,517 305,517 － 305,517

当期末残高 300,745 273,245 273,245 43,189 95,868 6,000,000 2,872,001 9,011,058 △64,554 9,520,493

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券

評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 27,294 27,294 9,242,271

当期変動額

剰余金の配当 △135,654

当期純利益 441,171

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 8,953 8,953 8,953

当期変動額合計 8,953 8,953 314,471

当期末残高 36,248 36,248 9,556,742

株主資本等
変動計算書

（自 令和 2 年 7 月 1 日
至 令和 3 年 6 月30日）
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株式の概要

株価および出来高の推移

発行可能株式総数
発行済株式の総数
株主数
大株主（上位10名）

15,420,000株
4,105,000株

815名

● 株主の所有者別分布状況 （令和3年6月30日現在）● 株式状況 （令和3年6月30日現在）

株　　　主　　　名
当社への出資状況

持株数（株） 持株比率（％）

高橋不動産株式会社 885,440 21.56
髙橋  快一郎 500,000 12.18
アトムリビンテック取引先持株会 416,100 10.13
髙橋  良一 290,000 7.06
アトムリビンテック従業員持株会 247,360 6.02
髙橋  壽子 157,000 3.82
アトムリビンテック株式会社 115,180 2.80
大塚  李代 88,800 2.16
磯川産業株式会社 81,500 1.98
岡崎  衛 76,000 1.85

自己名義
1名（0.12%）

金融機関
2名（0.25%）

外国法人等
11名（1.35%）
その他法人
20名（2.45%）

金融商品取引業者
7名（0.86%）

個人・その他
774名（94.97%）

株主数　815名

（出来高：株）

0

10,000

20,000

30,000

（単位：円）
1,800

1,600

1,400

1,200

20/7 20/8 20/9 20/10 20/11 20/12 21/1 21/2 21/3 21/4 21/5 21/6

15 15

17.5

2.5

15

15 15

16.5 

16.5

15

15

2.5

2.5

法人改組
65周年

創業
115周年

アトムブランド
誕生65周年

（円）

■1株当たり期末記念配当
■1株当たり中間記念配当
■1株当たり期末配当
■1株当たり中間配当

●1株当たり配当状況

配当状況

第63期 第64期 第65期 第66期 第67期
1株当たり年間配当 30 30 35 35 33 

配当性向 31.3% 26.8% 32.1% 28.9% 29.8%

キャッシュ・フロー
計算書

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

主な資金増加要因は、税引前当期純利益
649百万円、減価償却費180百万円、たな卸
資産の減少額88百万円、仕入債務の増加額
70百万円等によるものです。また主な資金
減少要因は、法人税等の支払額199百万円
等によるものです。

主な資金増加要因は、投資有価証券の償還
による収入52百万円等によるものです。ま
た主な資金減少要因は、商品開発の金型な
ど有形固定資産の取得による支出140百万
円、投資有価証券の取得による支出203百
万円等によるものです。

配当金の支払額135百万円によるものです。

Point Point Point

単位：千円（千円未満切り捨て）

期　　別
科　　目

前　　期

（自 令和元年７月 １日
至 令和 2 年６月30日）

当　　期

（自 令和 2 年７月 １日
至 令和 3 年６月30日）

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 626,984 812,456
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △689,426 △306,003
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △139,623 △135,651
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 △72 1,231
現金及び現金同等物の増加（△減少）額 △202,138 372,032
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 4,657,816 4,455,677
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 4,455,677 4,827,710
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ギャラリーショップ KANAGUは、生活文化にこだわりを持ち、
心豊かな暮らしを求める人が職人の技によるインテリア雑貨など
を実際に手にとって体感し、購入することができるギャラリー
ショップです。
ギャラリーショップ KANAGUのコンセプトは、モノとモノ、モノとヒト、
ヒトとヒトをつなぐ「暮らしの飾り金具」。画一的な大量生産、大量販売、
使い捨て的な商品ではなく、職人の魂や技と、生活者の暮らしの美学が
出会い、対話するスローショッピングを目指しています。

ギャラリーショップ KANAGUでは、春の企画展示
として「for safe livingー 安全な暮らしのために 
ー」をテーマに、感染予防商品や、おうち時間を
充実させる新商品などを紹介・販売しました。
SNS、オンラインショップとも連携を行い、来店
せずとも商品購入に繋がるように働きかけ、今後
もコロナ禍での展示企画をどのように開催して
いくのか、状況に合わせて対応してまいります。

SPECIAL 
ISSUE

アトムCSタワー
最 前 線

シリーズ企画

for safe living 
〜感染を予防しながら日常生活を送るための ひと品〜

新型コロナウイルス感染症は、一般的には飛沫感染、接触感染
で感染するといわれています。Touchless Gripは接触感染
予防の一環として、多くの人が触れる物、場所、設備等に直接
手を触れずに利用する際に使用するツールです。

接触感染予防ツール

Touchless Grip
（タッチレスグリップ）

商品
紹介

ギャラリーショップ KANAGU

企業・財務情報をはじめ商品情報・オンラインショップなど、
さまざまなコンテンツをご用意しております。是非ご覧ください。

https://www.atomlt.com/
ホームページも是非ご覧ください。

商 号 アトムリビンテック株式会社
創 業 明治36年
設 立 昭和29年10月
事 業 内 容 家具用金物・建具用金物・陳列用金物等、

住まいの金物全般の企画・開発・販売
主 要 取 引 銀 行 株式会社みずほ銀行 

株式会社三菱UFJ銀行 
株式会社三井住友銀行

従 業 員 数 126名
（嘱託4名・パート8名含まず）

本　　　社
〒110-8680 東京都台東区入谷1丁目27番4号 TEL 03-3876-0600

アトムC/Dセンター（商品本部）
〒340-0022 埼玉県草加市瀬崎4丁目15番19号 TEL 048-922-5551

札幌営業所
〒060-0907 北海道札幌市東区北七条東3丁目28番32号

井門札幌東ビル1F TEL 011-748-3113

前橋営業所
〒371-0805 群馬県前橋市南町3丁目72番7号 TEL 027-223-2651

広島営業所・C/Dセンター
〒733-0037 広島県広島市西区西観音町8番地6 TEL 082-291-4235

アトムCSタワー
〒105-0004 東京都港区新橋4丁目31番5号

アーバンスタイル事業部 TEL 03-3437-3673
ショップ＆ショールーム亜吐夢金物館 TEL 03-3437-3440

アトム住まいの金物ギャラリー大阪事業所
〒564-0052 大阪府吹田市広芝町18番地5 TEL 06-6821-7281

子会社：ATOM LIVIN TECH VIETNAM COMPANY LIMITED
　　　 （ベトナム社会主義共和国）

子会社：上海阿童木建材商貿有限公司（中華人民共和国）

取 締 役 会 長 髙 　 橋 　 良 　 一
代 表 取 締 役 社 長 髙 　 橋 　 快 一 郎
常 務 取 締 役 鈴 　 木 　 英 　 光
取 締 役 伊 　 藤 　 友 　 悌
取 締 役 池 　 井 　 正 　 彦
取 締 役 山 　 口 　 　 　 俊
社 外 取 締 役 小 　 滝 　 繁 　 幸
常 勤 監 査 役 金 　 子 　 　 　 豊
社 外 監 査 役 輿 　 水 　 洋 　 一
社 外 監 査 役 高 　 島 　 良 　 樹

役 員 （令和3年9月28日現在）

会社概要 （令和3年6月30日現在）

海外拠点 （令和3年6月30日現在）

事業所一覧 （令和3年6月30日現在）

Guard Blade

Copper Body

Gently Skin

Small Point

グリップを持つ手と汚染
の可能性のある部位を
物理的に隔てます。

抗ウイルス性の
高い銅製の本体。

●サイズ：132mm×116mm×6mm　●価格：4,290円（税込）
●重量：143g　●素材：純銅（本体）、塩化ビニール（コート材）

つり革やドアノブを
傷つけないコーティングが

施されています。

テンキーなどの
小さなボタンをしっかり

押すことができます。
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株 主 メ モ

〒110-8680　東京都台東区入谷1-27-4　TEL 03（3876）0600（大代表）
    ホームページ　https://www.atomlt.com/

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

事 業 年 度 毎年7月1日から翌年6月30日まで
定 時 株 主 総 会 毎年9月に開催
配当金受領株主確定日 毎年6月30日

中間配当金を支払うときは毎年12月31日
株 主 名 簿 管 理 人
特別口座の口座管理機関 三菱UFJ信託銀行株式会社

同 連 絡 先

（郵送先）

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
東京都府中市日鋼町1-1
TEL 0120-232-711（通話料無料）
〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

上 場 証 券 取 引 所 東京証券取引所　JASDAQ（スタンダード）
公 告 方 法 電子公告（当社のホームページに掲載いた

します。）
https://www.atomlt.com/ir/financial/
koukoku/

（ただし、電子公告によることができない
事故、その他やむを得ない事由が生じたと
きは、日本経済新聞に掲載いたします｡）

（ご注意）
1． 株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設さ

れている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されて
いる証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取り
扱いできませんのでご注意ください。

2． 特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託銀行が
口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱UFJ信託銀行）
にお問合せください。なお、三菱UFJ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。

3．未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。


